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はじめに

現在、地球環境、エネルギー、財政や社会保障など、様々な分野において持続可能性（サスティナビリティ）ということが問題になっている。われわれの生活する“まち”や地域社会の持続可能性もまた、重要なテーマである。今回の報告では、その“まち”の持続可能性を考える上での条件や政策のあり方を検討してみたい。

以下ではまず、持続可能性の意味、われわれが考える「まちや地域社会の持続可能性」の定義を検討する。次いで、まちづくりの先進事例の中に、持続可能性の条件を探っていく。その結果、われわれは、まちが持続可能となる条件として、「人の関わり」「住民の参画」「関係主体の協働」が必要であるという基本的方針を打ち出す。

報告の後半では、そうした協働型まちづくりを実現するための地域社会の条件、制度、政策を検討していく。最後に、持続可能なまちを作り上げていくための、諸条件を整理し、現在の取組みや制度に対する政策提言を試みる。

１．持続可能性とは

1‐1　持続可能性の言葉の起源

まず初めに、今回のテーマである「持続可能性」という言葉が、どのようにして生まれ、どのように使われてきたかを振り返ってみたい。持続可能という言葉が最初に用いられたのは、先進国において経済成長にかげりが見え始めた1970年代初めに、成長の限界を唱えた科学者が集まったローマクラブによるレポートにおいて、資源の有限性が唱えられたときである。

その後、1980年代に、ブルントラント委員会によって、『我ら共有の未来』の中で「持続可能な開発」の基本的概念の定義が試みられた。その後の議論によって、持続可能な開発とは、「未来の世代のニーズを満たすための能力を損なうことなく、現在の世代のニーズを満たす開発」として集約的に表現され、この定義が定着し広く使われるようになった。

1990年代初頭には、地球環境問題への関心が世界的に高まり、「国連環境開発会議（リオデジャネイロ会議）」における合意によって、持続可能性という考えが世界的に受け入れられ、「アジェンダ21」のような形で各国政府の行動指針に反映されるようになった。

1‐2　持続可能な地域社会

それでは、持続可能な社会とはどのように定義されるだろうか。盛田(2006)によれば、持続可能な社会とは「環境・経済・社会の3つの持続可能性がバランスを保ちながら、多様な人々の活動が展開される場であるとともに、より豊かな社会を目指した、市民の意思ある積極的なまちづくりがダイナミックに展開され、持続的に発展する都市
」と定義されている。しかしながら、持続可能な地域社会という概念の解釈には、多くの曖昧さが含まれ、その定義をめぐって多く議論がなされてきた。

そこで、持続可能な地域社会に関連した18の文献から、それに関連したキーワードを拾い出し、整理・分類を試みたのが表1である。大きくヒト・モノ・カネ・その他の4つ領域に分類を行ってみた。より多くの文献が挙げているキーワードは、人々が持続可能な地域社会を実現するための条件として考えているのではないかと想定し、そこから持続可能な地域社会に関する自分たちなりの定義を検討してみた。

その結果、“人”に関わるキーワードが最も多く登場し、「人々が集い」「定住し」、「ネットワークを形成し」、「まちづくりに自主的に参加し」、「満足を享受」していく、といった状況が、持続可能性の１つの姿（条件）として見えてきた。そこでわれわれは、持続可能性の中心に人を据え、「人がまちを動かし、住み続けることが、その地域社会の持続可能性につながる」と考えることにする。またその手段として、人が地域にあるヒト・モノ・カネ、換言すれば「地域資源」を活用することが必要であると考える。

かくして、以下の各章では、まちづくりの先進事例や政策・制度の中に、「人が関わり」や「協働型」で進めるまちづくりが成功条件となっているかどうかを検証しつつ、そうした状況を作り出す制度や政策のあり方を検討していく。

表１：持続可能性に関係したキーワードの分類

	種類
	分　類
	数
	キ ー ワ ー ド

	ヒト

(30)
	住民支援
	3
	人材確保／住民による生活基盤の確保と起業　

	
	たまり場の設置
	5
	人々の集まる場所の設置／オープンスペース 

	
	住民参加
	5
	すべての住民がまちづくりに参加／市民参加/住民参加

	
	居住、定住
	5
	居住地再生／若年層・子育て世代の定着

	
	ネットワーク形成
	2
	連携・相互補完を強める／郊外への機能分散の抑止

	
	地域社会の自主性
	5
	自主管理/地域主権型社会の形成／民主制の確保 

	
	情報
	2
	情報公開の充実／情報発信

	
	住民の満足
	3
	住民自身が生活を楽しみ、地域を変える

	モノ

(16)
	資源の保全
	8
	資源の乱用防止／代替エネルギーの積極利用／省エネ・省資源

	
	地域資源の活用
	4
	資源活用／地域の個性や魅力を最大限にいかす 

	
	公共輸送資源の活用
	4
	自動車の利用を削減する交通システム

	カネ

(23)
	地元支援
	6
	地域経済の内発的な活力を培養、雇用の確保・拡大

	
	行政
	5
	本質的な行財政改革／財源確保／財源の委譲／国の支援

	
	社会保障
	1
	社会的経済的な不公正を除去

	
	地域経済
	8
	大企業と地域社会の共存／民間組織やセクターの出現

	
	中心市街地の活性化
	2
	中心市街地の活力の確保／郊外への機能分散の抑止

	
	再開発
	1
	工業跡地の再開発

	他

(8)
	政策
	2
	ローカルアジェンダ21の作成と実施

	
	都市計画
	6
	都市計画規制の充実／人間的尺度／開発制御


（注）本表は論文末尾に掲載している18の文献から持続可能性に関連したキーワードをピックアップし、分類整理したものである。ただし、表に例示している言葉は一部変更、省略したものもある。

２．まちづくりの先進事例に見る持続可能性

2‐1　先進事例に共通した要因
本章では、まちづくりの先進事例としてしばしば引用される地域を整理・検討し、そこに共通して見られる成功要因を探ることで、持続可能性の条件、前章で検討した人の関わりや地域資源との関連性を検討してみることにしたい。表2はまちづくりの先進地域について、その参加主体、リーダーシップ、成功要因、課題といった観点から、分類を試みたものである。もちろん、先進地域の選択には恣意性が入り、何をもって成功と見るかにも議論は多々あるが、ここでは全国的に著名な理由で取り上げている。

　表2の先進事例を、成功要因や課題といった点から分類してみると、まちづくりのテーマとされている地域資源を、以下の4つほどに分類できそうである。

①地域産業・地域経済

②自然環境

③歴史・文化・町並み・景観

④地域コミュニティー
これらの地域資源は、通常、単独でまちづくりの対象となっているわけではなく、ある場合には、複数の要因が相互に関連し合い、またある場合には、ある要因が他の要因を刺激・誘発することで、成功につながっていることがある。たとえば、歴史的建造物の保存が、地域コミュニティーを再生し、同時に観光産業を振興し、地域経済の活性化につながる、といったことがある。あるいは、リサイクル活動や福祉活動を通じた地域コミュニティー活動が、新たなコミュニティー・ビジネスを誘発し、一般の住民や消費者に支持され地域の成長につながったといった例もある。

表2：まちづくり先進地域の成功要因

	市町村
	参加主体・リーダー
	成功要因
	課題・テーマ

	小樽市

	住民運動発展型
	市民運動
	歴史的建造物・町並み・景観

	函館市
	住民運動発展型
	市民運動
	町並み・景観

	足利市
	住民主導型
	まちづくり推進組織
	歴史・産業・景観

	三鷹市
	行政主導型
	企業誘致
	情報産業

	金沢市
	行政主導
	歴史的文化豊かな町並み
	歴史的建造物・観光

	勝沼町
	行政主導
	地域資源の再発見
	産業・観光・歴史的建造物

	小布施町
	協働型
	住民参加
	歴史文化・景観・町並み

	掛川市
	行政主導型
	企業誘致
	工業

	足助町
	住民主導型
	市民運動
	町並み・文化歴史の活用

	長浜市
	企業団体推進型
	町並み・工芸
	商業・町並み

	智頭町
	行政主導型
	自然環境・原風景
	景観・文化

	真庭市
	産業団体推進型
	エコツーリズム事業
	自然環境・景観・観光

	上勝町
	協働型
	地域資源の活用
	産業・自然環境

	内子町
	行政主導型
	歴史文化の活用
	町並み・文化・歴史・農業

	馬路村
	住民主導型
	特産物のブランド化
	農産業

	小国町
	行政主導型
	住民への熱心な働きかけ
	自然環境・観光

	由布院町
	住民主導型
	住民運動の組織化
	観光

	大山町
	協働型
	特産品のブランド化
	農産業


また同時に、共通した成功条件として、住民組織・団体、保護団体・支援団体、NPO、ボランティア組織といった、“人の関与”が重要な役割を果たしている点も確認できる。住民が行政や地域産業界と協力・連携をうまく果たせた場合には、まちづくりはさらなる成功につながっているとも言える。

そして、まちづくりの成功に活かされている地域資源は、必ずしも特別なもの、貴重なものと言うわけではない。それはどの地域にも存在するものである。重要なことは、そのような地域資源を発見し、活用するプロセスであり、そのプロセスを作り上げるのが、まさに住民であり、企業や行政に関わる人たちである。
われわれは、持続可能なまちづくりを実現していく共通条件として、先進地域の事例から、改めて次の2つの条件を確認した。

①地域資源を活用したまちづくりのコンセプトの存在

②地域一体性および継続性を有する推進体制、そしてそれを動かす人の存在

まちづくりのコンセプトは、誰にでも分かりやすい目標となりうることが重要である。その方が、住民・行政・企業など関係者の同意や参加が得られやすく、まちの将来像も描きやすい。しかし、まちづくりのコンセプトが曖昧・不確定であり、うまく情報共有されていない事例も見受けられる。
2‐2　地域一体性および継続性を有する推進体制
　前節では、持続可能なまちの条件として、地域一体性、継続性を持った推進体制ということを挙げた。持続可能と言う通り、まちづくりには地域が一体となり、継続していくこと、そのための推進体制が必要である。そして活動のための資金や支援はもちろんのこと、ここでは地域に存在するさまざまな関係主体、その主体が関わる推進組織、そしてそれら組織におけるリーダーシップという3つの視点から、持続可能性のポイントを考えてみたい。
1 地域一体性をもった推進体制
　表2では、地域全体の推進体制として、「行政主導型」「企業・産業団体推進型」「住民運動発展型・住民主導型」「協働型」の4つに大きく分けている (中小企業総合研究機構,2002)。しかし、実際にまちづくりの体制を明確に分類するのは難しく、いくつかが融合している場合も現実には多くある。また、まちづくりの習熟度により行政主導型から企業団体推進型、住民主導型、協働型へと進んでいく場合や、これらが複合化していく場合も多くの地域で見られる。
2 推進組織
　まちづくり活動などを実際に行う実施機関は、行政・行政関係の公的機関・第3セクター・業界団体・NPOなど多様である。地域の一体性や産業の融合化を進めていく場合は、こうした多様な組織を束ねる機関も必要であるが、現在のところ多くの事例では行政がそれを担っている。
3 人材（リーダー）
　先にまちづくりの先進事例を見たが、その共通点としてリーダーの存在があった。また多数のリーダーの存在を可能とする人材発掘・育成システム、つまり人材活用の仕組みを取り入れている点にも、先進地域の共通性が見られた。たとえば、湯布院町では、まちづくりのリーダーともいえる旅館経営者が主催する「豊の国づくり塾」が、また函館市による「函館市人づくり・まちづくり事業」などが挙げられた。他方、地域外の人材を積極的に登用している地域もある。湯布院町ではまちづくりの中心組織である「まちづくり総合情報センター」の事務局長に、東京都の職員を全国公募により採用した。

　まちづくりは地域の一体性と、地域に共通する理念が重要である。しかし、最も重要なポイントはやはり人ではないか。地域の資源を活用するのは人であり、人がいてこそ魅力あるまちへとつながる。また、今回扱った事例では、ほとんどの地域で、課題を解決して情報交換を行う地域コミュニティーの存在があった。そうした手段が人と人との関わりを活かしていけるか否かが問題となる。

３．協働によるまちづくりの基盤となるもの

近年注目されているまちづくりの基盤として、ソーシャルキャピタル（社会的関係資本）についてここでは紹介する。人々が同じ目的をもって、協働を通して芽生える信頼関係や人間関係の構築を、ソーシャルキャピタルと呼び、これは無形で目に見えないものである。ソーシャルキャピタルを通して地域ネットワークが構築され、地域力や社会の結束力が高まることが予想される。

3‐1　コミュニティー育成とソーシャルキャピタル

人々がまちづくりに関わる際には、考えの違いやコミュニケーション不足等によって、当初の期待・思惑と実際の協働作業の現場には大きな差が生まれることがある。それを回避するには、信頼関係や地域ネットワークが必要であり、それを形成していくには継続的な努力が求められる。

とくに大切なのが対面コミュニケーションであり、まちづくりにおいても、考えや意識についての話し合いを重ねることで、一つの方向性を見出すことが必要である。その結果、単なる手伝いや参加から、自分の役割や責任感を感じるようになり、達成感も感じとれるようになる。そうした集団には連帯感、信頼関係が生まれ、明確な目的・目標を持ってまちづくりを目指す仲間へと発展する。

参画と協働から生まれた信頼関係が、地域社会が持続可能になる土台を作り出す。地域の中に人々のネットワークやコミュニティーが生まれると、人々の地域への帰属意識も高まり、多様な住民活動、地域貢献の原動力へとつながる。これがコミュニティー育成とソーシャルキャピタルの関係である。
3‐2　地域通貨による地域ネットワーク化

　ソーシャルキャピタルを構築するには、人と人とがつながりを持つきっかけを作る必要がある。そのきっかけづくりとして、近年、日本でも多く実験的試みが行われてきた地域通貨について考えてみたい。

人々のライフスタイルや生活ニーズの多様化が進む中で、人と人、人と地域のつながり、あるいはコミュニティーや地縁社会は、次第に希薄化し、また消失してきたと言える。地域通貨は、そうした人と人のつながりを復活させる打開策となりうるものと、理解することもできる。

地域通貨とは、特定の地域・コミュニティーに限定的に流通され、互いの信頼関係に基づいて使用される通貨の性質と、グローバル化した金融資本に依存せずに、人間の信頼関係を基盤にした地域の通貨という性質を持つ。さらに言えば、次のような5つの特徴を持っているとされる
。
1 通貨の移動性に制限を加え、交換の媒体としての機能を十分に発揮できるようにするため、特定の地域・コミュニティー内に留まる。
2 地域の参加者のニーズを満たすため、十分な量が発行される。地域によって発行方法は違うものの、法定通貨（国民通貨）のようにインフレを警戒して、通貨の供給量をコントロールすることで貨幣が不足するような状態にはならない。

3 管理委員会またはシステムの参加者によって発行される。地域レベルへの貨幣発行システムの分権化とも言える。
4 利子は存在せず、信用創造機能が基本的に存在しない。また、流通を促進するために、プラスの口座や貨幣の貯蔵に利子を課す（マイナス利子）システムが導入される可能性もある。

5 基本的に国民通貨との交換性がなく、ある地域通貨を他の地域通貨と交換することもできない。また地域通貨の移動には、必ず財やサービスが伴っている。

つまり、地域通貨は、交換の媒介、地域・コミュニティー内での価値の貯蔵としての特徴を持っている。そして、地域・コミュニティー内での財やサービスの循環によって生まれる人と人のつながり・信頼関係の構築という、数量的には表せない価値を生み出すことに繋がるのである。

3‐3　NPOを通じた人間関係の構築

古くからの世間的なつながりが希薄化する中で、人々のボランティア意識と人のつながりを結びつけ、コミュニティーを再構築させるきっかけとする手段として、NPOを位置づけることも可能である。世古(2001)は、NPOについて以下ように説明している。

個人の自由と自発を基盤としたコミュニティーを再構築し、新しい枠組みを作ろうとしても、以前のような自治会や町内会などの地縁的なコミュニティーのあり方には限界がある。これからの市民社会のイメージは、地縁型の世間のイメージの中からは出てこない。そのためには、テーマ型社会を作っていく必要がある。そこには新しい「道具」が必要であり、その「道具」こそがNPOである。NPOを核とした市民社会を作り出すということは、バラバラになった個人にもう一度「この指とまれ」をやり、テーマによって結びつけることである。

このように、NPOを利用することで、１つのテーマの下に人と人をつなぐことが可能になる。それによって、ソーシャルキャピタルが構築され、まちづくりに関わる人材を育てていくことが期待される。

3‐4　協働コーディネーターとまちづくりのリーダー

まちづくりにおいては、人と人とをつなぐ能力を持ったリーダー的な人材も不可欠である。世古(2001, 2007)は、以下のように説明している。

これからの市民社会に求められるのは参加者の声をよく聞き、つぶやきを形にしていく、参加のデザイン能力、合意形成能力である。そうした能力を持ち、社会的役割を果たす人を「協働コーディネーター」と名付けている（世古、2001）。「協働コーディネーター」とは、様々なネットワークの要となり、参加と協働のデザインをしていく専門家である。参加型の会議やワークショップのプロセス、参加者の構成、プログラムのデザインを行うだけでなく、専門家やスタッフを集めてくることも含めた総合的なコーディネーターである（世古、2007）。

こうした「協働コーディネーター」が、人と人、人と組織、組織と組織をつなぐ役割を担い、ソーシャルキャピタルの構築に貢献していくのである。

４．協働型まちづくりをサポートする制度・政策

ここまで、住民参加やまちづくりに関係する主体の協働、リーダーシップ、人のつながりの基礎となるソーシャルキャピタルとコミュニティー形成といった点から、住民がパートナーとしてまちづくりに参画していくことが、持続可能なまちづくりに重要であると主張してきた。本章では、そうした人のつながりや人材育成をサポートする政策や制度としてどのようなものがあるかを、比較・検討してみる。

表3は、そうした地域の人づくりや住民参加を直接の政策目的としている、あるいは間接的に住民参加型あるいは協働型のまちづくりに寄与すると思われる7つの政策・制度を、表に整理して、それぞれの趣旨や特徴を、簡単にではあるが比較したものである。


今回の報告では、それぞれの制度や条例が実際にどの程度その趣旨・目的に寄与しているのかどうかの検討には至っていないが、そうした政策効果の検証は、本来、きちんとすべきである。条例は策定して終わりであり、その後、その趣旨が活かされていないといった批判はよく耳にすることである。さらに、そうした制度・条例を持続可能なまちづくり、あるいはそこでの人材育成や人のつながりを醸成する政策にしていくという議論も必要であろう。

5．ふるさと納税制度を活用した持続可能なまちづくり

5‐1　ふるさと納税制度の概要

今年度から施行されたふるさと納税制度
は、地方で育ち、都心部で働いている人々が、この制度を利用することにより、地方に財源を還元することが期待されてスタートした。また、地域の魅力を見つめ、税の使途に関心を持つきっかけになることが期待されている制度でもある。本章では、このふるさと納税制度が協働による“人”を活かしたまちづくりにどのように関わるかを考えてみたい。

5‐2　兵庫県内の市町に見るふるさと寄付金の実態

ふるさとや思い入れのある自治体にふるさと納税制度を利用して寄付する寄付者の自治体に対する願いや思いは様々であるが、その行為は自治体の持続可能性を資金面から援助することになる。他方、寄付を受け取った自治体は、寄付金の使途をコミュニティー形成に活かし、持続可能なまちづくりのために活用することも可能になるのではないか。以下では、兵庫県内全42市町を対象に、ふるさと寄付金の使途を調べてみた。


[image: image1]
全42市町のうち、2008年9月7日現在で、ふるさと納税制度をすでに開始していた自治体は34で、まだ開始していない自治体が8つ、うち4つの自治体は審議中や開始間近という状況であった。寄付金の使途については、ほとんどの自治体が使途に選択肢を設けており、寄付者が自分の望む使途を選択することができる仕組みになっていた。豊岡市のコウノトリ基金、篠山の丹波篠山築城400年祭に関する事業基金のように、その地域特有の使途もあれば、まちづくり・福祉・環境といったように広く使途が設定されているところもある。

この中で、大きくまちづくりに使途が分類されているのは26件あるが、コミュニティーづくり、住民参加、ボランティア促進のための使途を設けている自治体は5つに留まっている。この結果から、ふるさと納税制度を、われわれが考えるような、持続可能なまちづくりに向けての人づくりに活用しようとしている自治体は、現状では少数であることが分かった。われわれは、ふるさと納税制度は、地域の資源を見直し、発掘し、まちづくりのための人づくり、協働型まちづくりの事業に活かすことが望ましいのではないかと考えている。まだ始まったばかりの制度ではあるが、今後、持続可能なまちづくりという視点を検討すべきであると提言したい。

おわりに

本報告を通じて、われわれは「持続可能な地域社会」を「人が住み続けることができるまち」考える。そのために「人がまちづくりを動かし、参画していく」ことの重要性を主張し、いくつかの角度から検討を行ってきた。先進事例からは、持続可能な地域社会の条件として、地域資源を発見し活かす“人”が存在し、協働型のまちづくりによって、継続的していくことの必要性が浮かび上がってきた。そうした継続したまちづくりへの参画を作り出す基盤として、ソーシャルキャピタルとそれに基礎づけられた地域コミュニティー・ネットワーク形成が重要であり、そのための手段としてNPO、地域通貨、協働コーディネーターといった制度が動きつつあることを理解した。

人のつながり、人材育成、地域コミュニティー構築を支援する制度や政策も検討したが、その問題については、今後、検証作業を行うことの重要性と、持続可能なまちづくりという政策目的との関係を議論する必要性を指摘した。最後に、そうした政策の候補になりうる可能性としてふるさと納税制度を検討したが、現状では、まちづくりとの関係で強く意識された制度とはなっていない実態を、垣間見ることができた。この制度を活かすための真剣な議論も必要である。

本報告は、問題提起のレベルに留まっているものが多く、それらは今後の研究の課題としなければならないが、持続可能なまちづくりを実効性あるものにしていくためには、“人”という要素が重要であり、さまざまな制度や事業も人を介して結ばれ、それが継続されていくことで初めて、持続可能なまちとなり、人が住み続けたいまちになるということを主張できたのではないか。今後は、まちづくりに関連した制度・政策の意味や効果をさらに検証することによって、“人”を基盤としたまちづくりのあるべき姿を追求していくことを課題としたい。
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表３：協働によるまちづくりサポートする政策・制度


政策・施策名�
政策の趣旨・目的�
特徴・課題�
�
自治基本条例�
自治体運営や自治体の地方自治を規定�
・自治体運営と住民参加のあり方を法制度化することで、自治体は住民参加の運動を支援


・短所は条例づくりに終わる可能性があること�
�
住民投票制度�
住民の意思を政策に反映�
・有権者となる住民が直接に多数意志によって重要問題について判断


・効力がどこまで認められるかが課題�
�
男女共同参画基本条例�
男女共同参画を地域レベルに反映


�
・全国の自治体で男女共同参画推進条例の制定


・地域の市民活動やNPOの運動の成果、パブリック・コメントの結果から規定づくりが進んでいる�
�
特定非営利活動促進法�
市民NPO活動を促進�
・簡易な手続きで法人格を付与すること等を目的とした法


・欧米と比べ理解薄く、多くの団体が資金難である点が課題�
�
住民参加型市場公募債�
住民の行政への参加意識高まる�
・地方公共団体がその地域に居住している個人や営業拠点等がある法人などを対象に発行する債券　


・借換債にあてられている例があるという点が課題�
�
頑張る地方応援プログラム�
財政支援


人材育成�
・総務省による財政支援の施策


・地域を支える人材の育成・活性化を支援する制度も並行して実施


・短所は行政事業への補助金になりがちであること�
�
UJIターン者支援制度*�
人材発掘�
・ひろく地域活性化の担い手となる人材を発掘する


・積極的な住民参加の促進、まちづくりを次世代へつなげるという役目を果たす


・短所は支援制度がうまくいっている場合に限られること�
�
表注）UJIターンとは、それぞれUターンは出身地から転出し、再度出身地へ戻って住むこと。Jターンは、出身地から転出し、出身地の近隣の都市まで戻って住むこと。Iターンは、出身地とは関係のない地域に移り住むことを意味する。





芦屋：ボランティア基金


三木：地域の活性化及び協働のまちづくりに関する事業


相生：地域づくり及びコミュニティー推進事業


上郡：情報発信とコミュニティー推進事業


養父：ともに生きる地域づくりに関する事業





コミュニティー


づくり５市町








まちづくり


２２市町





ふるさと納税３４市町





兵庫県４２市町








� 盛田(2006)の13頁、l2行目より引用。


� ここでの整理は、成(2004)を参考にした。


� 都道府県・市町村に寄付をすると、寄付金のうち5千円を超える部分について、個人住民税と所得税が、1割を上限として全額が翌年の所得税から控除される制度である。
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